経営工学

１．生産情報システム

要約

生産活動に関わる人，物，機械，用地など，諸種の生産要素を数値データとして収集し，保存し，取り出して体系的に情報として活用し，効率的，経済的に生産システムを運用する．そのための体系が生産情報システムである． 

20世紀初頭，工場での製品の大量生産を支援するために発達した作業管理の手法は，製品の製造だけでなくサービスの供給も管理の対象となり，広く生産管理と呼ばれるようになった．

生産に関して発生するデータは多種，大量であり，紙ファイルでの記録，保存では活用に限界があった．20世紀半ばに初めて売り出されたコンピュータは，その後の電子技術の発達で，反復演算処理能力，記憶能力を指数的に増し，それに加えてマルチメディアを処理し，ネットワークで広範に結ばれたパーソナルコンピュータの援用により，ディジタル化したデータを扱う生産情報システムは，高度に情報化して生産管理活動を支援している．

本章では，コンピュータネットワークシステムを道具とする生産情報システムについて，そこで扱う生産情報の項目と生産システムにおける意義と処理管理技術，生産情報のデータベースシステム，生産情報のハードウェア技術，ネットワーク技術について述べる．

コンピュータ利用技術はハード，ソフト両面で半年先のことが語れないほどの進化を遂げている．古いハードウェア上での古いソフトウェアによるデータは，そのままでは新しいシステム上で利用できないという事態が通常の世界である．

  ここでは，新しい機器を追い求めるのでなく，生産情報システム構築の基礎的な考え方を述べ，生産管理を遂行する上で必要な生産情報をその時代の新しい器に盛るためのガイドとなることを目指している．
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１．１  生産システムの情報処理

１．１．１  生産システムの歴史

  国語辞典によると，生産とは，人類が自然物に加工して生活に役立つものを作り出すこととある．従って，生産管理の課題は，人類が道具・機械装置類を使用して原材料を加工し，変換して製品を作り出す生産の過程を経営的に合理化し，効率化することにある．

生産システムは古代から存在するが，現代の工場システムは1764年，ワットの蒸気機関の発明に起因する産業革命以降に始まる．

1776年，アダム・スミスがその著「国富論」で述べた作業の分割・細分化，エリー・ホイットニーがライフル銃の製作で使用した互換性部品，そして19世紀の機械技術の発展・充実により発明された各種工作機械を使用した生産手段の改善を経て，労働力の合理的利用に管理者の関心が注がれ始め，20世紀初頭，テーラーの労働の科学的管理から近代の生産管理技術が生まれた．ギルブレス夫妻の動作研究と作業心理学，ガントの日程計画，フォードによる流れ生産システムにより，インダストリアル・エンジニアリングの手法が発達した．そして，第二次世界大戦中に発達したオペレーションズ・リサーチの手法が，戦後，企業の意思決定を科学的に行うために応用されるようになった．

1951年，コンピュータが一般に販売されるようになり，経営的生産合理化の科学的問題解決は，その様相を変え，各種の生産管理の問題，例えば作業配分，在庫管理，待ち行列などが数学的解決を試みられた．

1980年代，トヨタのかんばん方式で知られる日本の製造方式が高品質維持とJITという在庫減らしの生産技術でアメリカの企業に大きな衝撃を与えた．しかし，アメリカの企業は真摯にそれを受止め，順調な回復を遂げている．

現在，地球を取巻く環境が注目，重視され始め，廃棄のことまで考えた製品，作業者の健康管理などが望まれ，これまでの速く，安くの効率基準に変化が起こっている．材料費は高くても環境にやさしい原料を使い，習熟に時間はかかってもやりがいのある作業配分を行い，歩き回りは多くても人の身体にやさしい機械配置を行うことが良いとされる．これらは，無理，無駄を徹底的に省いた初期の作業管理の基準を，再考させるものである．

１．１．２  コンピュータの発展

（１）コンピュータの誕生と発達の歴史

  人間の機能を補うため，各種の機械装置が開発されてきた．その中で，1950年頃，コンピュータが開発され，面倒な計算を行わせるために使用され始めた．

  第１世代の真空管，第２世代の半導体，第３世代の集積回路，第４世代の大規模集積回路と電子技術の進歩とともに，コンピュータは驚くほど小型化し，性能は飛躍的に向上した．

  1983年，第５世代コンピュータとしてプログラム内蔵式でない非ノイマン型のコンピュータの開発が提唱されたが，実用に供されてはいない．

  ハードウェアの進歩とともに，コンピュータを利用するソフトウェアの技術である情報科学が進歩した．ソフトウェアが有料化し，機械を売るのではなく，機能を売る時代となっている．

（２）パーソナルコンピュータ

  1973年，アメリカでの小型マイクロプロセッサーを用いたマイクロコンピュータの開発に始まるパーソナルコンピュータは，現在，オフィスコンピュータに匹敵する能力を有し，事務所のワークステーションとして大型機に取って代わりつつある．

  パーソナルコンピュータは，末端の使用者（エンドユーザ）に使い易いソフトウェアとともに広く普及し，生産管理を行う人間の知的補助の道具として使用され，OA，CAD（製品設計），工程管理，時間研究，ロボット操作，スケジューリングなどになくてはならないものとなっている．

  日本国内のパーソナルコンピュータは３つに分けられる．NEC社のPC-98シリーズ，IBM互換のパーソナルコンピュータでソフトウェアとして日本語処理機能を搭載したDOS/Vシリーズ，そしてアップル社のマッキントッシュシリーズである．

  世界的には，IBM互換のものが80％以上を占める．しかし，日本国内で圧倒的シェアを持つNEC社のPC-98シリーズのパーソナルコンピュータは，1982年の発売以来，日本語処理の優秀さとアプリケーションの充実によって，国内パーソナルコンピュータ市場の大半を占めて来た．

  ところが，米マイクロソフト社は，ハードウェアを使い易くし，その性能を十分に発揮するためのソフトウェアであるオペレーティングシステム（OS）としてMS-DOS，およびそれに加えてWindowsというOSを開発し，普及させてきた．この結果，PC-98系でもDOS/V系でも同じアプリケーションソフトウェアが使用できるようになり，PC-98系のNEC社が路線変更を余儀なくされ，DOS/V系，すなわちIBM互換パーソナルコンピュータに統一されつつある．まさに，ソフトウェアの機能により，ハードウェアの機械が支配される状況を現出している．

（３）マルチメディア

  当初のコンピュータは，コード化した少数の文字，例えば数字とAからFまでの文字しか扱えなかった．しかし，電子技術の発展で処理能力，記憶容量等の制限が解放され，飛躍的に向上した結果，アルファベット大小文字はもちろん日本語の平仮名，カタカナ，漢字を処理し，図形，画像，写真，動画，音声など多種の情報伝達メディアを多量にかつ高速で扱えるようになった．

従来の書籍類，テレビ，ラジオ，ビデオなどの情報メディアがパーソナルコンピュータの中に凝縮融合し，マルチメディアと呼ばれている．パーソナルコンピュータを介して各既存メディアは電子的に結合し，個々の持つ限界をはるかに越え，利用価値を高くしている．

  この有効利用は生産情報システムにとっても必須である．たとえば作業仕様マニュアルを画面に表示し，文章を読み上げるとか，さらに必要に応じてビデオで実演してみせることで，情報の量と幅を格段に増すことが可能となる．

（４）ネットワーク

  発展を遂げつつあるコンピュータを道具として使用し，生産情報システムが構築される．そこでは，個々のコンピュータ間を結び，情報を共有するネットワーク化が必須である．

  ある工場とか部門内だけを結ぶLocal Area Network（LAN），そして企業内の本社，事業所，工場間等を専用回線で結ぶWide Area Network（WAN），そして公衆回線でWANとかLANを結ぶインターネットが利用される．このインターネットを介しては，パーソナルコンピュータ1台で自宅から，あるいは出先からWANとかLANに接続可能であり，Small Office／Home Office（SOHO）から生産情報システムの活用を可能としている．

１．１．３　システムズ・アプローチ

　システムは経済的でなければならない．そのためまず，システムの分析（アナライズ）を行い，諸活動に関わる構成要素を挙げる．次に，諸要素を言葉で示した定性的表現から，数値で表した定量的表現に変えて情報化し，活動の数式モデルを作り，モデルを扱った結果から，より効率的，経済的なシステムへと諸要素を統合（シンセサイズ）していく．このように，体系的に要素を扱い，全体として効率的になるように問題を解決していく方法をシステムズ・アプローチと呼ぶ．

　システムズ・アプローチによって表現された生産活動の全体を生産システムと呼ぶ．これまで生産システムでは人とか機械などを含んだ物の流れを取り扱っていたが，物を記号化した情報の流れを重視するようになってきている．これはコンピュータの発達，とりわけパーソナルコンピュータの普及に起因している．車社会がマイカーの発達と普及とによって発展したように，情報社会もマイクロコンピュータ，パーソナルコンピュータの普及によって形を変えて発展しつつある．

　情報処理の立場からみた生産システムでは、今後ますます情報を重要な要素として扱うので、生産システムを広く生産情報システムと呼ぶことが相応しくなっている．

　ここで，生産工程では，入力として挙げられた各要素を変換処理し，効用を増加させて製品とかサービスとして出力する生産作業を行う．生産形態・作業形態は，製品別，工程別，作業別に異なる．

  入力の各要素は，物質的なもの，金銭的なもの，およびそれ以外に分類される．物質的入力は，労働力（直接・間接作業者，監督者，調査研究者，宣伝員等），材料（原材料，直接材料，間接材料等），生産財（機械設備，土地，建物等）であり，金銭的入力は，資本あるいはその金利負担で，機械設備・工場などの購入賃借資金である．それ以外の入力は公的な援助によるもので道路，用水，排水，電気，ガス等を使用できる環境整備である．

　生産情報システムの最適化のためハード，ソフト２種の技術が必要とされる．

　ハードな技術としての生産技術は，生産工程の形態論に関するもので，使用する機械装置，生産方法，工場内の設備配置，材料の流れ等の決定に関するものである．主として工場の生産部門が取扱う問題である．

  ソフトな技術としての管理技術は，どのようなものを，どれだけ，いつ，いかにつくるかの決定に関するもので，生産情報管理，生産情報処理技術もそれに入る．生産システムを取り巻いて種々の情報が行き交っている．適切な情報の収集，処理，判断に関するソフトな技術の重要性が増している．そしてデータベースの考え・技術を十分に用いた生産情報処理システムが開発されつつある．

  ここで，収集したままの情報が，データ(data)であり，データを処理して情報(information) とし，情報から判断して知識(intelligence)を得る．そして、これからの生産活動には知識を愛する哲学(philosophy)が必要とされる．

  このように、従来の三つの生産要素，すなわち資本，労働力，土地と並んで，情報の効率的処理は企業にとって重要な役割を担いつつある．

１．１．４  生産システムの評価尺度

　生産システムの良否を評価する尺度は利益であり，収入から費用を差し引いて与えられる．生産システムの効率化のため，利益の最大化をはかることになる．利益の形は様々で，人によってその評価も異なる．

  ここで，システムを構成するすべての要因は，お金を尺度にして評価される．

（１）費用

  労働力は，支払う賃金で評価し，労務費として分類する．材料は，購入代金で評価し，材料費として分類する．生産財である機械設備類は，その購入代金とか賃借料で評価し，経費･管理費として分類する．資本は，金利とか株主への配当金として，公的援助は，税金として評価する．

  これらの費用項目は，解析上，生産量に独立な固定費と，生産量に従属する変動費とに分類する．固定費には，販売費，奨励費，調査費，管理費，減価償却，賃借料，間接材料費・労務費，金利などがあり，変動費は，直接材料費，直接労務費，直接経費である．

（２）収入

  収入は，作れば売れた大量消費の時代では、生産量に依存した。しかし、実際は、製品とかサ－ビスの販売結果であり，販売量に応じた販売価格の総合計である．

  ここで，販売価格は売り方あるいは買い方によって決まる。発生費用に基づく価格の計算は，原価計算によって行う．原価の構成は，次の通りである．

  直接材料費，直接労務費，直接経費の合計を製造直接費として，また間接材料費，間接労務費，間接経費の合計を製造間接費としてまとめ，それらの合計を，製造原価とする．これに，販売費及び一般管理費を加えて総原価を決める．そして、各種費用の合計である総原価に販売利益を付加して販売価格を決める．

  これにより，収入の多少は，製品とかサ－ビスの持つ効用(Utility) に大きく依存する．すなわち販売利益を多く付加して値段が高くてもたくさん売れる製品とかサービスが収入を多くする．

（３）効率(Efficiency)

　効率は，入力に対する出力の比率である．物理的にみると，いろいろな損失によって出力は入力より減少する．しかし，経済的にみると，効用とか好み(Preference)の調査(Marketing Research)，経済性の追求(Operations Economy)により，出力の持つ価値による収入が，入力にかかる費用を上回る．

　すなわち，物理的効率は，必ず（入力）＞（出力）で１未満であるが，経済的効率は，（費用）＜（収入）で１を越え得る．

１．１．５　モデルによる問題解決

　システムに関わる問題は，よくモデルを用いて解決する．各種の科学的試みは未知の現象をモデル化するために行われるとも言える．モデルは現実を抽象化したもので，モデルを操作して答えを出し，現実に適用する．そこでモデルは，現実性（現実の反映度）と操作性（操作の容易さ）という相反する性質を兼ね備えなくてはならない．

（１）いろいろなモデル

  モデルには，実物を縮尺した模型であるミニチュアモデル，絵とか像，図などで現実を表現した画像モデル，現実の対象がもつ一組の性質をそれと類似の別の性質で表現した相似モデル，現実の持つ関係を記号の関係式で表現した数式モデルなどがある．

  相似モデルとして，色で高低を表現した地図，液柱の長さで温度を表現した寒暖計などが例としてあげられる．画像モデルとして，コンピュータを利用したコンピュータ・グラフィックス（ＣＧ）が主流である．

　何か問題が提起された場合，まず図に描いて問題の意味を把握する．これによって大体の答えがわかる．次に関係を数式で表現し，正確に答えを出す．

（２）数式モデルの構造

　数式モデルは次の３種類の変数から構成される．

　　決定変数  ｘｉ ：管理することのできる変数で，値を決定することができる．

　　環境変数  ｙｉ ：管理することのできない変数で，環境（与えられたもの）として考えなければならない．

　　評価変数  Ｅ 　：決定の良否の程度を判断する尺度で，効率を示す．

  ここで，決定モデルは，Ｅ＝ｆ（ｘｉ，ｙｉ ）となり，ｙｉ を予測した上で，Ｅという評価が最もよくなるようにｘｉ を決定する．

（３）数式モデルの解法

  モデルを解く際に，解析的方法では，数学的方程式を解いて，計算によって答えを求める．即ち微分して０と置き，最適解を求める．演繹的方法，極大，極小の理論ともいわれる．

  数値解法では，数値を少しずつ変えて，何度も繰り返して計算し，評価変数の最適値から答えを求める．コンピュータの得意とするところで，未知数が多くて解けない場合などに有効である．系統的反復数値計算法とも呼ばれる．

  実験的解法では，実験を行い，解を求める．シミュレ－ション（Simulation) と呼ばれ，現実を実験的に再現し，モデルに代入し，答えを求める帰納的方法である．コンピュータを利用するとコンピュータ・シミュレーションと呼ばれ，最近ではＣＧを利用して可視的に行われる．

１．１．６　生産の経済性分析

　生産システムの模式図的モデルを，グラフ，記号モデル，あるいは数式モデル，すなわち図とか数式で表現し，生産システムの経済性の分析を行う．

　そのために，生産量の関数として利益を表現し，すなわち（利益）＝ｆ（生産量）とし利益最大の生産量を決定する．また，増分（今より少し変化させた場合にどう変わるか）による解析も有効である．目的関数は次の通りである．

　　　 max{利益＝収入－費用}

  　　 max{利益の増分＝収入の増分－費用の増分}

（１）損益分岐点図による解析

　企業にとって，投資した資本を回収する事が当面の目標であるため，収入と費用が等しくなる点（損益分岐点と呼ぶ）を求める必要がある．

　このため使用する損益分岐点図は，生産量を横軸に取り，対応する収入，費用，利益をプロットしたものである．

（２）数式による解析

　数式モデルを用い，計算によって利益最大の生産量を求める．数式モデルは，図的モデルに比べて，操作性に優れ，計算によって答えが得られる．反面，視覚に訴える力は減少する．そこで，最近ではＣＧと併用する．コンピュータで描画する際に数式は必要である．

　ここで，収入と変動費とが生産量の線形の関数と仮定し，次の記号を用いる．

　　Ｑ　：生産量あるいは販売量

　　ＰＱ ：製品単価

　　Ｉ　：総収入,総売上

    Ｆ　：固定費

　　ＶＱ ：変動費／個

　　Ｃ　：総費用

　　TP　：総利益

このとき次の関係式が成り立つ．

    Ｉ＝（ＰＱ ）×（Ｑ）

　　Ｃ＝Ｆ＋（ＶＱ）×（Ｑ）

  　TP＝Ｉ－Ｃ＝（ＰＱ －ＶＱ ）×Ｑ－Ｆ

　損益分岐点は，収入と費用が初めて等しくなるところなので，Ｉ＝Ｃとおいて，（ＰＱ）×（Ｑ）＝Ｆ＋（ＶＱ ）×（Ｑ）を解くと，損益分岐点の生産量ＱＥが，ＱＥ＝Ｆ／（ＰＱ －ＶＱ ）で与えられる．

（３）正常な生産能力を超えての生産

  工場の生産能力は，工場の規模によって制約を受ける．すなわち，ある製品の単位期間当りの，例えば１日当りとか１時間当りの生産量は利用可能な作業者数とか機械設備の数と，製品を作るに要する作業量とから計算される．これを生産率と呼ぶ．正常な能力を越えて生産する場合には，残業など時間外労働を行う，パートタイマーを雇う，機械設備を借り入れるなどの非常措置を行うので，余計な費用がかさんでくる．ここで，

　　Ｎｖ ：工場の正常な生産能力の上限

　　ＶＱ'：正常な能力を越えて生産した場合の変動費／個

とすると，総費用Ｃは次のようになる．ただし，ＶＱ＜ＶＱ'である．

　Ｑ≦Ｎｖ　　　のとき　　Ｃ＝Ｆ＋ＶＱ×Ｑ

　　　Ｎｖ＜Ｑ　のとき　　Ｃ＝Ｆ＋ＶＱ×ＮＶ＋ＶＱ'×（Ｑ－ＮＶ）

（４）過剰生産によるダンピングの影響

　製品を多量に作り，多量に出回ると，価格が下がる．また，製品は一度に多量に購入すると安く買える．一定の単位価格は，ある販売量Ｎｐに対してのみ維持でき，それ以上生産すると，市場との関係から，値引きしなければ販売できない．ここで，

　  Ｎｐ　：　正常な販売量の上限

　  ＰＱ' ：  正常な販売量を越えた製品に対する値引きした販売価格

とすると，総収入Ｉは次のようになる．ただし，ＰＱ＞ＰＱ'である．

　Ｑ≦ＮＰ　　　のとき　Ｉ＝ＰＱ×Ｑ

　　　ＮＰ＜Ｑ　のとき　Ｉ＝ＰＱ×ＮＰ＋ＰＱ'×(Ｑ－ＮＰ）

　収入線の傾きが費用線の傾きより大きいなら，生産を拡張（増産）しても利益があがる．しかし，生産をどんどん拡張することによって付随する費用が，付随する収入を超えるようになる．これを，収益逓減の法則という．

  増分費用(費用線の微係数)＝増分収入(収入線の微係数)で利益最大となる．

　減少した価格ＰＱ'が，増加した生産の変動費ＶＱ’より大きければよいが，収益逓減の法則に支配され，ＰＱ'＜ＶＱ’となると，最適の利益の水準は過ぎて，総利益は減少する．

（５）機械化(ＦＡ)の効果

　生産現場での省力化，省人化のために，生産手段の自動化（ＦＡ）が推進され，種々の自動機械装置類が開発，改良されてきた．この結果，工場の生産効率が向上し，生産能力が増加した．すなわち，ＦＡの推進で導入する高価高性能な機械のために固定費は増えるが，省力化・高速化によって製品当りの変動費は減少する．また，工場の正常な生産能力の上限は増加する．すなわち，仕事が速く効率的で，直接労務費が減少する．しかし，損益分岐点が高くなり，売上が多くなくては利益が見込めない．

  売上げが急速に伸びたバブル経済期には大規模設備投資により固定費がふくらんだ．しかし，いったん売上げが下がり始めると大きな負担となった．このため設備投資の抑制や採用抑制などの事業の再構築（リストラクチュアリング）によって整理を行い，損益分岐点を下げる努力をした．

１．１．７  利益計画

　利益計画では，費用の増減と収入の増減を対応させて検討する．収入と費用の差である利益の増減を予測するため利用されるのが，損益分岐分析(break-even analysis)，原価・売上高・利益の分析(cost-volume-profit relationship analysis)，限界利益分析(marginal profit analysis)などである．

（１）限界利益図表

　限界利益図表は，横軸に生産・販売量をとって限界利益と固定費を図示したものである．ここで，限界利益(marginal profit)とは貢献差益(contribution margin)とも呼ばれ，売上高から変動費だけを差し引いたもので，固定費部分を考慮していない利益である．

  企業では，投資した固定費のもとで，色々な製品を作っているので，どの製品に固定費どれだけと計算できにくい．そこで売上に応じて固定費を控除する．固定費はその期間中に発生した総額をその期間の売上高に応じて課して控除するので，固定費部分を控除していない限界利益分析が行われる．

　　　限界利益＝収入－変動費＝ＰＱ×Ｑ－ＶＱ×Ｑ

　　　限界利益率＝製品単価－変動費／個＝ＰＱ－ＶＱ
      固定費＝損益分岐点売上高×限界利益率＝ＱＥ×(ＰＱ－ＶＱ)

（２）生産関数(Production Function)

　生産工程の入力と出力との関数関係を示す数式モデルを生産関数と呼び，利益計画で使用する．

    出力変数：　Ｑ

　　入力変数：　a１,a２,...,aｎ  連続的に分割可能な生産因子

　このとき，生産関数を次式で示す．

　　　　Ｑ＝ｆ（a１,a２,...,aｎ）

  そして，例えば，入力の総量を固定し，（a１,a２,...,aｎ）の構成比率がどのような場合にＱが最大となるかを求める．あるいは，一定出力Ｑを得るために，入力の総量を最小とする（a１,a２,...,aｎ）の構成比率を求める．

　入力変数が１つの場合に，Ｑは曲線，２つの場合に３次元の曲面を描く．

　生産因子をＬ（労働力：人的努力）とＭ（機械力：機械装置などの物的入力）と２分した代表例があり，労働力を機械設備類へ置き換える効果を調べるために用いる．作業者をロボットへ置き換える場合などが具体例である．

        Ｑ＝ｆ（Ｌ，Ｍ）

  出力Ｑは，ＬとＭの値の組合せにより，色々な値を取り，曲面を描く．この面を生産面と呼ぶ．生産面の特徴は，次のようである．

  Ｑは，Ｌ，Ｍの両軸に添って０である．曲面はその頂点まで，収益逓減の法則に従って増加の割合を徐々に減らしながら上昇する．頂点以上の入力はかえって出力を減少させる．

  変数のいずれか１つを定数とすれば，２次元平面上の曲線となり，最適解が求め易くなる．

  この場合に，最適な入力変数の組合せは，生産関数を決定モデルとして使用し，入出力を共通の尺度（お金）で関係付け，一定の出力Ｑを得るために必要な費用を最小にする，または，一定の費用のもとで入力変数の組合せ・構成比率を決めて，出力Ｑを最大にすることにより求める．

  （総利益）＝（総収入）－（総費用）から，

  　　TP　＝ ＰＱ×Ｑ　－（ＰＬ×Ｌ ＋ ＰＭ×Ｍ）

　ここで，　Ｑ＝ｆ（Ｌ，Ｍ）：生産関数

　　　　　　Ｌ ：労働力

　　　　　　Ｍ ：機械力（資本化設備，機械設備）

　　　　　　ＰＬ：労働入力単価

　　　　　　ＰＭ：機械入力単価

　そして，TPを最大とする（Ｌ，Ｍ）の組合せを求める．そのため，TPをＬ，Ｍで偏微分して０とおき，ＰＱについて解くと次式を得る．

　　ＰＬ／（∂Ｑ／∂Ｌ）＝ＰＭ／（∂Ｑ／∂Ｍ）

  二つの入力変数ＬとＭの構成比率が，この条件を満たす場合に最適となる．

　ここで，費用の総額が与えられると，その条件のもとで利益を最大とする入力変数の構成比率が求まる．さらに，ＰＱ が与えられると最大利益が計算でき，最大利益の入力率が求まる．

演習問題
問1　次の答え（数値）を書きなさい。
ａ 固定費が30万円、変動費が５円／１個、売上額が７円／１個の時、損益分岐点での生産量は何個であるか。
ｂ いま、需要が急増して１個当り８円でも販売が可能となった。その時の損　　　益分岐点での生産量は何個であるか。
ｃ 更に、生産方法の改善により変動費が３円になった。同じく損益分岐点で　　　の生産量を求めなさい。
ｄ このとき100万円の利益をあげるには、製品を何個売り上げたらよい　　　のか。
問2　下図は損益分岐点図表を表現したものである。図中の（　　　）にいれるべき適当な字句を解答群の中から選べ。

  解答群 ア 固定費  イ 変動費  ウ 総費用  エ 利益  オ 損失  カ 損益 

         キ 損益分岐点

    金

    額                                             (   c   )

               (   a   )                             (   d   )

                                                  

                                                 (   e   )

                                                 (   f  )

                (   b   )

                                               販売量

問3　損益分岐点分析に関する次の記述中の（　　）に入れるべき適当な字句を解答群の中から選べ。

  左の図表は(  a  )と呼ばれており、図中のＡの範囲は(  ｂ  )を意味し、Ｂの範囲は(  ｃ  )を意味する。また、右の図は（  ａ  ）を変形したもので、(  d  )と呼ばれている。図中のCは、(  e  )を意味し、Dの直線の傾きは、(  f  )である。この図から損益分岐点を求める公式(  g  )を求めることができる。

                               収入    利

 金                                    益                            D

                               費用                                     

  

                                       C

         A            B   売上高                           売上高

ａ，ｄに関する解答群
　ア　限界利益図表　　　イ　パレート図表　　　ウ　損益分岐図表
ｂ，ｃに関する解答群
　ア　費用　　　イ　利益　　　ウ　損失
ｅ，ｆに関する解答群
　ア 変動費　イ 固定費　ウ 変動費率　エ 売上総利益率　オ 限界利益率
ｇに関する解答群

  ア 損益分岐点売上高＝固定費／売上総利益率 

  イ 損益分岐点売上高＝固定費／限界利益率

  ウ 損益分岐点売上高＝固定費／変動費率

  エ 損益分岐点売上高＝変動費／売上総利益率
  オ 損益分岐点売上高＝変動費／限界利益率

問4　小さな押釦スイッチの組立作業において、次の生産分析がなされた。損益分岐点図を描いて分析を行い、最適生産量を求めよ。また、BASICﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成して数値解法により解きなさい。
　200個／時以内であれば、 500円／個で販売できる。しかし、 200個／時を超えると、超えた分については、ダンピングにより 400円／個なら販売できる。ただし、 200個以内は 500円／個のままで販売できるとする。
　また、押釦スイッチの組立ラインは 250個／時の生産能力をもつ。そして、固定費Ｆ＝20000 円／時、変動費は 180個／時まで 350円／個である。ところが、 180個／時を超えると、超えるぶんに対して 500円／個の費用がかかる。ただし、 180個以内は 350円／個である。

問5　製造原価分析に関する次の記述中の［　　］に入れるべき適当な数値を解答群の中からえらべ。（昭和62年第１種情報処理技術者試験より）
　ある工場で製造している製品Ｂの原価と利益の関係を調べると、原価のうち、製品Ｂの製造数量に比例して増減する費用は、材料費だけであり、これは、売価の60％であった。その他の一般管理費や人件費等は、固定的に発生する費用であり、この製品Ｂが負担すべき固定費は10億円であった。
　このとき、この製品が損益０になるためには、売上高は［　ａ　］億円必要である。また、この製品の売上高が30億円であるとすると、利益は［　ｂ　］億円である。
　この製品が達成すべき目標利益額は４億円である。これを達成するためには、売上高は［　ｃ　］億円以上でなければならない。
　来期は、売上高を36億円として、６億円以上の利益を実現したい。しかし、固定的な費用は、諸般の事情で現在より２億円多く負担しなければならない。この場合、原価低減活動等によって材料費を削減し、材料費率（売上高に占める材料費の割合）を［　ｄ　］％以下にしなければならない。
解答群　   ア   1   イ   2   ウ   4   エ   8   オ  25 
          カ  30   キ  35   ク  40   ケ  45   コ  50

問6　原価の構成要素に関する次の記述中の［　　］に入れるべき適当な字句又は数値を解答群の中から選べ。（昭和62年10月第2種情報処理試験）
(1) 原価とは、製品を製造・販売するために消費された財貨又は用役を貨幣価値で表したものであり、その構成要素は、次のように分類される。
［　ｄ　］



［　ｂ　］




［　ａ　］


販売価額

直接材料費


［　ｅ　］


直接労務費
製造直接費
［　ｃ　］



直接経費





(2) 次の資料から、製造原価、製造間接費、総原価、販売費及び一般管理費を計算すると、次の通りである。
  ＜資　　料＞間接労務費　60,000円　　直接経費   100,000円
        　　  直接労務費 120,000円    販売利益   130,000円
          　　経費合計   170,000円    直接材料費 210,000円
          　　材料費合計 250,000円    販売価額   950,000円
  ＜計算結果＞製造原価･･･････････････････［　ｆ　］
              製造間接費･････････････････［　ｇ　］
              総原価･････････････････････［　ｈ　］
              販売費及び一般管理費･･･････［　ｉ　］
ａ～ｅに関する解答群
  ア　間接費　　イ　製造原価　　ウ　製造間接費　　エ　総原価
　オ　直接費　　カ　販売費及び一般管理費　　キ　販売利益　　ク　労務費
ｆ～ｉに関する解答群
  ｱ  40,000   ｲ  60,000   ｳ  70,000   ｴ 130,000   ｵ 170,000

  ｶ 220,000   ｷ 430,000   ｸ 600,000   ｹ 820,000   ｺ 950,000

問7　製品製造原価の計算に関する次の記述中の（　　）に入れるべき適当な数値を解答群の中から選べ。
　総合原価計算は、同種製品を連続生産する製造形態の企業に適用される原価計算の方法であり、１原価計算期間の製造のために要した費用を１原価計算期間の生産量で割ることによって単価を算定する。しかし、生産途中で月末を迎える製品（仕掛品）もあるので、この分の原価を完成品原価から除外しなければならない。
　また、複数工程で製品を製造している場合、後続工程は前工程の作業を完了した工程完了品を受け入れ、これに対して加工を加えて製品を製造する。したがって、原価計算上も工程別に原価計算を行い、後続工程では先行工程の原価を受けて計算する方法（累加法）が多く用いられる。
　Ａ社では、単一製品を連続生産しているが、第１工程で工程の始点で投入された原料を加工して最初の加工を行い、第１工程の加工を完了した工程完了品を第２工程でさらに加工を加えて完成品として販売している。当月の生産ﾃﾞｰﾀ、原価ﾃﾞｰﾀは次の通りである。
 生産ﾃﾞｰﾀ
［第１工程］月初仕掛品　 0個      ［第2工程］月初仕掛品   0個  
          当月投入   100個        　　 　　前工程より  70個  
  　　　    計       100個        　　 　　　計　　　  70個  
　  　　　 月末仕掛品  30個(0.5)   　　 　　月末仕掛品   20個(0.5)

　　　　　工程完了品   70個          　 　　　完成品　　 50個  
            　　　　　　注　(　)内は加工進捗度を意味する
　原価ﾃﾞｰﾀ
［第１工程］原料費  100,000円     ［第２工程］前工程費　　？
　　　　　　加工費　170,000円       　　　　　加工費　 84,000円
　以上の資料により、累加法の全原価要素工程別総合原価計算を行うと、第１工程の月末仕掛品原価は（　ａ　）円であり、第１工程の完了品原価は（　ｂ　）円、第２工程の月末仕掛品原価は（　ｃ　）円、完成品原価は（　ｄ　）円と計算される。なお、第１工程の仕掛品原価中に含まれる加工費は（　ｅ　）円、原料費は（　ｆ　）円、第２工程の月末仕掛品原価中に含まれる加工費は（　ｇ　）円、前工程費は（　ｈ　）円であり、完成品原価中に含まれる加工費は（　ｉ　）円、前工程費は（　ｊ　）円である。
ａ～ｃに関する解答群
  ア 57,000  イ 60,000  ウ 68,000  エ  72,000  オ  74,000

  カ 78,000  キ 81,000  ク 84,000  ケ 189,000  コ 210,000

ｄ，ｉ，ｊに関する解答群
  ア  60,000  イ 70,000  ウ 135,000  エ 150,000  オ 185,000

  カ 195,000 キ 205,000  ク 210,000  ケ 220,000  コ 257,000

ｅ～ｈに関する解答群

  ア14,000  イ 22,000  ウ 24,000  エ 30,000  オ 51,000

  カ54,000 キ 60,000   ク 68,000  ケ 72,000  コ 84,000

問8　利益計画に関する次の記述中の［　］に入れるべき適当な数値を解答群の中から選べ。（昭和63年度秋期　第２種情報処理技術者試験より）
　Ｔ製作所は、個人経営（機械１台、作業員１名）の小工場であり、ある一つの製品だけを製造し、製造された製品は即日売上げとなる。
<資料> (1)製品１個当りの販売価格･･････････90円
      (2)製品１個当りの変動費････････････15円
　　　   （内訳）①材料費･････････････ 5円
               ②加工費は、加工時間に比例し、時間当り200円、製造個                        数は１時間当り20個である。
       (3)１か月当りの固定費･････････150,000円
　　　        （内訳）①人件費･････････80,000円
　　　　　　　        ②経　費･････････70,000円
　　　　        （注）　月間の稼働日数は25日、１日８時間労働とする。
<計算> (1)１日当りの売上高、変動費、固定費及び利益は、次の通りである。
　　        ①売上高･･･････････････････14,400円
           ②変動費(内訳) (ｱ)材料費･･[　a  ]円
　　　　　　　           (ｲ)加工費････1,600円
　        　③固定費(内訳) (ｱ)人件費････3,200円
　　　　　　　　           (ｲ)経　費･･[　b  ]円
　        　④利　益･･････････････････[　c  ]円　　　
     (2)損益分岐点となる月間売上個数は、次の計算式によって計算される。
　　       　損益分岐点売上個数＝150,000／(90-[　d　])＝[　e　](個)

     (3)月間利益を180,000円計上するための売上個数は、次の計算式によ    って計算される。

売上個数＝[   ｆ   ]／｛90－[   ｄ   ]｝＝[   ｇ   ](個)

解答群  ア　 15　　イ   　75　　ウ　   90    エ  　800  　オ　  2,000

　　　カ　2,800　　キ　4,400　　ク　6,000　　ケ　330,000　　コ　360,000

問9　経営工学に関する次の記述ａ～ｅに最も関連の深い字句を、解答群の中から選べ。（平成元年度春期　第２種情報処理技術者試験より）
ａ　人、物等の移動状況を作業要素と移動線で表し、それを分析・評価する。これはコンピュータ機器のレイアウトを決めるときに活用されている。
ｂ　光点の点滅を確認することにより、疲労度を測定する。ＣＲＴを用いた作業の疲労の測定にも用いられている。
ｃ　設備資産／従業員数で表し、ＯＡ化の評価の物差しにも使われる。
ｄ　ある期間に生産する製品の種類と量が決まったときに、その製品を作るのに必要な構成品及び材料の種類と数量を算出することであり、コンピュータ処理の得意とする分野である。
ｅ　システムの動きを個別事象の連鎖的な変化の過程としてとらえ、システムの分析結果を特殊な記号で流れ図として表し、これを基にシミュレーションを行う。コンピュータ用汎用プログラムもある。
解答群 ｱ 運搬経路分析  ｲ ｼｽﾃﾑﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ  ｳ ﾃｰﾗｰ法 ｴ 動的再配置  ｵ 部品 

    展開  ｶ ﾌﾘｯｶｰ法　ｷ ﾌﾟﾛｾｽ制御　ｸ ﾎｰｿﾝ実験  ｹ 労働装備率　ｺ ﾜｰｸﾌｧｸﾀ
問10 生産関数をＱ＝Ｌ１／２Ｍ１／２と仮定する．このとき生産面は双曲線の放物面を描く．また，製品単価ＰＱは、出力Ｑの関数として与えられ、ＰＱ＝＄30－Ｑ／1000とする．次の各問に答えよ．

(1)ＰＬ＝＄10／単位，ＰＭ＝＄10／単位の場合に，入力変数ＬとＭの構成比率を求めよ。さらに、＄1000が費用の総量として決っており、労働力Ｌと機械力Ｍに費やせる場合に，Ｌ，Ｍ，ならびに生産量Ｑを求めよ。また、総利益はTP＝Ｑ×ＰＱ－｛Ｌ×10＋Ｍ×10｝となる。この場合に総利益を最大とする入力変数の値、及びそのときの総利益と生産量を求めよ。

(2)労働力の価格がＰＬ＝＄12／単位と増加した場合について解析せよ。

演習問題解答例
問1 ａ　Q=30万/(7-5)=15万個 ｂ　Q=30万/(8-5)=10万個
    ｃ  Q=30万/(8-3)=6万個 ｄ  Q=(30+100)万/(8-3)=26万個
問2  左側上から下へ キ、オ、右側上から下へ　　エ、ウ、イ、ア
問3 ａ　ウ　　ｂ　ウ　　ｃ　イ　　ｄ　ア　　ｅ　イ　　ｆ　オ　　ｇ　イ
問4　省略        問5　ａ オ　　ｂ　イ　　ｃ　キ　　ｄ　コ
問6　ａウ　ｂカ　ｃイ　ｄ キ　ｅエ　ｆク　ｇ オ　ｈ ケ　ｉ カ
問7　ａイ　ｂコ　ｃオ　ｄケ　ｅエ　ｆエ　ｇ ア　ｈ キ　ｉイ　ｊ エ
問8 ａエ　ｂ カ　ｃ ク　ｄ ア　 ｅ オ　 ｆ ケ ｇ キ
問9 ａア　ｂ カ　ｃ ケ　ｄ オ　 ｅ イ

問10 (1)Ｌ＝Ｍ＝50，Ｑ＝50 またＬ＝Ｍ＝5000でTP＝$25000，Ｑ＝5000

                       (2)Ｌ＝3693，Ｍ＝4432でTP＝$16361，Ｑ＝4045
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